
愛媛県

平 成 2 9 年 度 森 林 環 境 税 活 用 事 業 実 績 報 告 書

「森林環境の保全」
「森林と共生する文化の創造」

県民参加による

をめざして

と









目  次

Ⅰ 愛媛県森林環境税導入の経緯  ………１ 

  １ 森林の働き  

  ２ 愛媛の森林の現状

  ３ 森林環境税導入の必要性

Ⅱ 第３期森林環境税について   ………９ 

  １ 第３期森林環境税導入の必要性

  ２ 第３期森林環境税の施策の方針

Ⅲ 森林環境税を活用した施策の仕組み  ……１３ 

Ⅳ 森林環境税を活用した事業の成果指標と目標値  ……１５ 

  １ 第１期森林環境税の事業目標と実績

  ２ 第２期森林環境税の事業目標と実績

  ３ 第３期森林環境税の事業目標と進捗

Ⅴ 平成２９年度事業実績  ……２１ 

  １ 事業総括表  

  ２ 事業別実績

  （１）県指定事業

   【森をつくる活動】

① 森林そ生集団間伐促進事業   ……２３

② 集落等山地災害危険地区整備事業   ……２５

③ 松林等保全事業  ……２７

④ フォレスト・マイスター養成支援事業 ……２９

⑤ 里山放置竹林対策モデル事業   ……３１

⑥ 有害鳥獣総合捕獲事業   ……３４

⑦ 特定鳥獣保護管理計画推進事業  ……３５

⑧ 優良種苗確保事業  ……３７

⑨ 林業躍進プロジェクト推進事業  ……３９

⑩ 森林吸収クレジット販売促進事業  ……４０

⑪ 次世代の森づくり促進事業 ……４１

⑫ 木製ダム設置実証事業  ……４３

⑬ 木質バイオマス利用促進事業   ……４５

   【木をつかう活動】

① 木質バイオマス利用促進事業   ……４７

② 公共施設木材利用推進事業   ……５０



③ 県立学校校舎等整備事業  ……５２

④ 自然公園等施設整備事業 ……５３

⑤ 木の香る公園施設整備事業   ……５５ 

⑥ えひめ材住宅普及啓発事業 ……５７

⑦ 原木乾しいたけ等生産促進事業   ……５９

⑧ 愛媛県産材製品市場開拓促進事業   ……６１

⑨ 駐在所等庁舎整備   ……６３

⑩ 県産ＣＬＴ普及促進事業  ……６４

⑪ 乾たけのこ生産拡大緊急対策事業   ……６６

   【森とくらす活動】

① 県民と森との交流促進事業   ……６８

② 自然観察会開催事業   ……７１

③ 森とのふれあい活動促進事業   ……７３

④ 林業普及指導事業 ……７８

⑤ 「森林わくわく体験」推進事業   ……８０

⑥ 都市近郊林保全事業 ……８２

⑦ 「森に親しむ博物館」開催事業 ……８３

（２） 公募事業

県民参加の森林づくり公募事業   ……８５

平成２９年度県民活動提案公募事業 ……８７

平成２９年度市町公募事業  …１１２

資料編   

愛媛県森林環境税条例 …１２０

愛媛県森林環境保全基金条例 …１２２

愛媛県森林環境保全基金運営委員会委員名簿 …１２３



Ⅰ 愛媛県森林環境税導入の経緯 

1



Ⅰ 森林環境税導入の経緯 

１ 森林の働き 

(1) 森林の持つ機能の種類 

森林は、土砂の流出や崩壊を防ぐ機能、洪水や

渇水を緩和する機能、風害や潮害を防ぐ機能、騒

音や気候を緩和する機能、安らぎや憩いの場、教

育的利用の場を提供するなどの保健・文化・教育

的な機能、再生可能で環境に与える負荷も少ない

木材の生産機能などを有しており、有形・無形に

古くから私達の生活と深く関わっています。 

特に最近では、地球温暖化防止に寄与する二酸

化炭素を吸収・貯蔵する機能や多種多様な動植物

の生息・生育の場を提供する生物多様性を保全す

る機能についても国際的に関心が高まりつつあ

るなど、森林に対する期待は多様化・高度化してきています。

(2) 森林の機能の評価 

森林の機能については、本来、そのすべてを数値で評価することは不可能とされています

が、金額に置き換えることが可能な一部の公益的機能については、平成12年 9月に林野庁か

ら74兆 9,900億とその評価額が公表されており、同じように愛媛県内の森林に置き換え算定

したところ、1兆 1,267億円となっています。 

    また、平成13年11月に日本学術会議が農林水産大臣に答申した「地球環境・人間生活にか

かわる農業及び森林の多面的な機能の評価」では、年約70兆円と算定されています。 

ただし、「森林の機能は総合的に発揮されるため、森林の価値を個々に評価し、単純に集

計することは、森林の本質を正しく伝えられない可能性がある」こと、また「ひとつの機能

を評価した場合、それ以外の機能が無視される傾向がある」ことなどに注意する必要がある

としています。 

森林の持つ機能 

 

森林の持つ

機  能

水源かん養

・渇水緩和 
・洪水緩和 
・水質保全 

生活環境保全

保健文化

山地災害防止

木材等生産

・  

・土砂崩壊防止 
・土砂流出防止 
・なだれ防止
・落石防止
・浸食防止 

・レクリエーション・ 
保養教育の場の提供 

・景観の提供 
・野生生物の生息環境の保全 
・遺伝子資源の保全 

 

・湿度維持 
・CO2吸収 
・酸素供給 
・気温緩和 
・霧害・飛砂・風害 
・潮害・騒音防止 
・塵埃吸着 

・木、竹材生産 
・茸、山菜、薬草等生産 

（資料：森林ハンドブック’98） 

保健文化 木材等生産 水源かん養 
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評価額は、平成 12 年度に林野庁で実施した評価手法を用いて試算したものです。 

２ 愛媛の森林の現状 

(1) 愛媛の森林の特徴 

愛媛の森林面積は、平成29年末現在、県総土地面積567,623haの71％に当たる401,064ha

となっており、うち民有林面積の占める割合が90％、残り10％を国有林が占めています。民

有林における人工林率は、戦後の積極的な植林によって61％（221,050ha）となっており、

その内訳はスギ48％（105,458ha）、ヒノキ49％（108,674ha）、マツその他3％（6,917ha）

となっています。 

また、県内の森林から伐り出されている素材の生産量は、平成29年末現在で 606千ｍ3

で全国第10位となっています。 

ス ギ ：105,458ha 48% 
ヒノキ ：108,674ha 49% 
ﾏﾂその他： 6,917ha  3% 
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(2) 愛媛の森林の変遷 

次に時系列で愛媛の森林の概要

を見ると、平成29年の民有林森林面

積は昭和50年の359,611haに対して

359,723haと横ばいであるが、森林

の蓄積（立木の体積）は、昭和50

年の約3,362万ｍ3に対して平成29

年には1億386万ｍ3と約３倍に増加

しています。このうち、人工林では

植林による面積の増加や間伐など

の保育作業の実施による植栽木

の成長により蓄積は4.4倍に増加

しています。 

この人工林の年齢構成を齢級

別に見ると、昭和20年代から50年

代に植えられた充実期を迎えた

46年～70年生の森林が153,617ha

と最も多く、また、除伐や間伐が

必要な16年～45年生の森林が人

工林面積の22％（48,391ha）を占

めています。 

(3) 森林・林業を取り巻く状況 

人工林の拡大は、昭和30年代における豊富な農山村の労働力等に支えられ、全国的な広が

りを見せましたが、高度経済成長期に増加した急激な木材需要に応じるには、当時は若齢で

あり、利用可能な人工林が少なかったことなどから、外国産材の輸入が行われるようになり

ました。 

このため、現在は、若干回復傾向にはありますが、ピーク時では８割強を外国産材に頼っ

てきたとろです。また、農山村から都会への人口流出、更には木材を代替する建築資材の台

頭や住宅着工戸数の減少などの社会的要因とともに、木材生産に欠かせない林道等の基盤整

備、機械化の遅れ、木材価格の下落等により、木材生産の採算が合わない厳しい状況が続い

ております。このような理由から、造成された人工林も次第に管理不足や放置されるように

なってきており、人工林は今、活力を失いつつあります。

戦後の荒廃した山林 人工造林の拡大 人工林の荒廃 
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これらの森林を守ってきた林家の林業経営状況等を見ると、県内の山元立木価格は、ス

ギ・ヒノキともにピーク時だった昭和 55 年以降ずっと下落しており、1ｍ3（柱に加工され

る長さ 3ｍの丸太では 20本程度）当たりの立木価格は平成 29年でスギ約 2,300円、ヒノキ

約 5,400円程度と、昭和 50年のスギ約 20,500円、ヒノキ約 36,700円に比べてそれぞれ 11％、

15％にまで下落しています。昭和 50年当時の物価水準を考えると価格の低下は著しいもの

と言わざるを得ません。 

 一方、林家と共に林業の担い手である県内の林業事業体（森林組合・会社・第3セクター・

個人）の数及び雇用労働者数は、平成7年には287事業体（1事業体当たり平均雇用労働者数

7．1人）、2,034人が、平成29年には99事業体（1事業体当たり平均雇用労働者数10.2人）、

1,006人にまで減少しています。 

このような状況を反映して、平成 12年度に県が行った放置された森林の実態調査による

と、人工林（針葉樹）の約 30％にあたる 63,000ha が、概ね 10 年間手入れされていないと

いう結果となり、この対策として、平成 14年度から（公財）愛媛の森林基金が事業主体と

なり、森林所有者に代わって間伐を行う｢公的管理｣による放置森林の整備を実施し、平成

23 年度末までに 4,897haの人工林で間伐を行っております。 

（資料：財）日本不動産研究会） 
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３ 森林環境税導入の必要性 

森林は、県土の保全や山地災害の防止、水資源のかん養など多様な機能を有しており、これら

の機能の健全な発揮に対する県民の期待は一層高まるとともに、地球温暖化問題や自然との共生

のあり方への関心の高まりを背景として、二酸化炭素の吸収、生物多様性の保全機能や保健文化

的利用の場の提供など、森林の多面的機能の発揮がより一層求められています。

森林を有する多くの山村地域においては、林業という生業を通じて森林整備を推進するとともに、

雇用の場の確保が図られ、地域の活性化に大きく寄与してきましたが、外材輸入、木材価格の低迷、

さらには、過疎・高齢化により、森林整備を担ってきた多くの山村集落は限界集落への道を辿りつ

つあり、健全な山村社会を形成するためには、将来にわたり持続的に森林を維持・管理する担い手

の確保や林業の振興が急務となっています。

  このため、愛媛県では、平成 13 年を「森林そ生元年」と位置付け、森林の環境資源として

の役割を重視し、多様な森林づくりと県産材の利用促進に取り組み、さらに平成 17年度から

は、それまでの「森林そ生対策」をさらに進め、県民共有の財産である森林を「県民全体」

で守り育てていくため、県民参加による「森林環境の保全」と「森林と共生する文化の創造」

を目的とする森林環境税を導入しました。 

なお、第１期森林環境税（H17～H21 年度の５カ年間）では 
○すべての県民の参加によって

○森林を守り、健全に育つことができるよう手助けし

○その働きをすべての県民が理解し、かつ主体的に享受する

として、県民参加の森林づくりをテーマに「森をつくる」「木をつかう」「森とくらす」ための

具体的な取り組みを推進し、第 1 期が終了した平成 21 年度末には、３つの成果指標に対して、

6,309ha の森林整備、約 27,000ｍ3の木材使用、約 629,000 人の県民参加など目標を大きく上

回る成果を残すことがきました。

【第 1期森林環境税を活用した事業の成果指標と目標値（Ｈ17～Ｈ21の 5カ年間】 

また、第２期森林環境税（H22～H26年度の５カ年間）では、未だ整備されていない森林が多く

存在している状況であることから、

○県民参加のもと森林整備の拡大と加速化を進める

○森林資源の徹底した活用により、森林整備の担い手である林業の再生を図る

として、第１期と同様、「森をつくる」「木をつかう」「森とくらす」に区分して取り組みを推進し、

林業専業労働者の推移
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第２期が終了した平成 26 年度末には、３つの成果目標に対して、9,920ha の森林整備、約 140,000

ｍ3の木材使用、約 660,000人の県民参加の実績となり目標を概ね達成すことができました。

【第２期森林環境税を活用した事業の成果指標と目標値（Ｈ22～Ｈ26の 5カ年間】 
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Ⅱ 第３期森林環境税について 
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Ⅱ 第３期森林環境税について

１ 第３期森林環境税導入の必要性

 森林を有する山村地域においては、生業としての林業が森林整備を推進するとともに、雇用の場

を確保するなど、地域の活性化にも大きく寄与してきたが、外材の輸入増加、木材価格の低迷、さ

らには、過疎・高齢化により、森林整備を担ってきた多くの山村集落は限界集落への道を辿りつつ

あり、森林の荒廃が急速に進む中、将来にわたり持続的に森林を維持・管理する林業の振興が急務

となっています。

一方、森林は、県土の保全や山地災害の防止、水源のかん養など多様な機能を有しており、この

機能の健全な発揮に対する県民の期待は一層高まるとともに、地球温暖化問題や自然との共生のあ

り方への関心の高まりを背景として、二酸化炭素の吸収、生物多様性の保全機能や保健文化的利用

の場の提供など、森林に対する期待は、さらに、多様化・高度化してきています。

このため、愛媛県では、平成 13 年を「森林そ生元年」とし、森林の環境資源としての役割を重

視した多様な森林づくりと県産材の利用促進に取り組むとともに、県が進めてきた「森林そ生」の

取り組みをさらに一歩進めるため、県民参加による「森林環境の保全」と「森林と共生する文化の

創造」を目的として、平成 17 年度に森林環境税を導入し、平成 22 年度からは、第 2 期目として

森林整備の拡大と加速化を進めるとともに、森林資源の徹底した活用による森林整備の担い手とし

ての林業を再生するため、継続・拡大して実施してきたところです。」

結果、第 2 期森林環境税では 
「森をつくる」「木をつかう」「森とくらす」の 3 分野において、目標を大きく上回る 10,687ha

の森林整備と、木材使用量 139,338m3、県民参加人数 742,693ha 人という目に見える形で成果を

残すことができました。

  この結果、県民の森林づくりへの参加など、県民の森林に対する意識が高まり、着実な進展が見

られたところですが、森林・林業の現状を見ると、以下のような状況であり、森林の持つ機能・役

割が益々増大している中、森林の整備や木材の活用等が益々重要となってきています。

（1）温暖化の影響により、集中豪雨が多発する一方で、少雨傾向も見られ、水資源の地域偏在化

が顕著になりつつあり、瀬戸内海気候に属し、度々渇水に見舞われている本県にとっては、森

林の有する水資源のかん養機能の維持・強化を早急に講じる必要があります。

（2）近い将来に予測されている東南海地震の被害を軽減するため、また、最近頻発する豪雨被害を

防止するためにも、森林の持つ県土保全機能の維持・発揮を今後とも進めていく必要がありま

す。

（3）山村地域の過疎化・高齢化により、人家周辺の森林の手入れが行き届かなくなり、スギ・ヒノ

キ人工林への侵入竹林が拡大傾向にあります。

（4）近年、南予地域等を中心に、ニホンジカによる樹木の剥皮被害等の森林被害が深刻になってお

り、温暖化による子鹿の生存率の上昇、及び狩猟者の減少・高齢化により生息数が増大してい

ると思われます。
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平成 25 年度に実施した県民アンケートによれば、森林環境税を継続した場合に、重点を置いて

取り組むべき分野は、「森林の間伐や植林、危険な山地の保全」など、森林の整備・保全等に関す

る意見が約 5 割を占め、続いて「林業従事者の養成・確保」「森林資源を活用した産業の育成」の

意見があったことからも、引き続き、間伐等の森林整備を中心に事業を実施する必要があります。 
 また、森林は荒廃すると、回復には相当の時間がかかることや木材価格が長期に低迷している厳

しい状況からも、県民が森林からの恩恵を引き続き受けるためには、これまで実施してきた、県民

共有の財産である森林を県民全体で守る仕組みを維持し、支援を継続する必要があります。

今後、新たに対応が必要な事項として、里山の防災上、早急な対応が望まれる侵入竹により荒廃

した森林を適正に整備し、県民の安全で安心な生活を確保することや、林業に深刻な影響を与えて

いるニホンジカによる森林被害の増加も懸念されており、これまで以上の対策を講じていく必要が

あります。

 このような状況の中、森林を県民共通の財産として健全な姿で次世代に引き継ぐためには、県民

参加のもと森林整備の拡大と加速化を進めるとともに獣害対策についても重点をおき、併せて森林

資源の徹底した活用による林業の再生が必要不可欠であることから、その財源としての森林環境税

の継続が必要となります。
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２ 第３期森林環境税の施策の方針

  目的及び事業は、全森林環境税と同様に、「森林環境の保全」と「森林と共生する文化の創造」

を目的として、これに即して「森をつくる」「木をつかう」「森とくらす」に区分して事業化しま

す。

第２期森林環境税では、県民参加のもと森林整備の拡大と加速化を進めるとともに、森林資源の

活用も同時に進める必要があることから、森林整備と森林資源の活用に重点をおいて施策を実施し

てきたが、森林整備に終わりはないとの認識から、引き続き、間伐等森林整備に重点をおきつつ、

林業者の生産意欲を低下させる、鳥獣被害対策にも重点をおいて施策を行います。

  林業・木材産業等による生業活動を拡大することで、木材の有効活用を行う、効率的な森林整備

につながり、結果的に公費負担の軽減になることから、林業・木材生産活動や担い手の育成に対

して支援を強化します。

  引き続き県民を対象とした森林体験や森林との交流活動を行い、森林を県民全体で支える活動を

促進します。

  なお、事業化にあたっては、追加課税であることから、透明性が高いこと、県民にわかりやすい

こと、県民の目に見える形で結果が出せることを前提とし、次の点に留意します。

(1)県民が森づくりに自発的に参加できる仕組みに配慮すること。 
(2)次代を担う子ども達を対象とした取り組みに配慮すること。 
(3)県民の要望に配慮した柔軟な事業展開とすること。 
(4)特定の者の財産形成に直接寄与するものでないこと。 
(5)既存事業の補填に充当しないこと。 
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Ⅲ 森林環境税を活用した 

施策の仕組み 
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森林環境税を活用した施策の仕組み（平成３０年度事業）

                            

                

１１

森の交流センター 
○ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ､NPO 等のﾈｯﾄﾜｰｸ化､活動､交流支援

○ﾌｨｰﾙﾄﾞの登録、提供

○森林情報の収集、提供

○公募事業の推進

森をつくる

①森林そ生集団間伐促進事業

②集落等山地災害危険地区整備事業

③松林等保全事業

④フォレスト・マイスター養成支援事業

⑤里山放置竹林対策モデル事業

⑥有害鳥獣総合捕獲事業

⑦特定鳥獣保護管理計画推進事業

⑧優良種苗確保事業

⑨林業躍進プロジェクト推進事業

⑩森林吸収クレジット販売促進事業

⑪木製ダム設置実証事業

⑫木質バイオマス利用促進事業 1
⑬次世代の森づくり促進事業

指
定
事
業

○水源の森づくり

○里山再生と放置竹林の整備

○学校林活用など（市町公募事業）

公
募
事
業

木をつかう

①木質バイオマス利用促進事業 2
②公共施設木材利用推進事業

③県立学校校舎等整備事業

④自然公園等施設整備事業

⑤木の香る公園施設整備事業

⑥えひめ材住宅普及啓発事業

⑦原木乾しいたけ等生産促進事業

⑧愛媛県産材製品市場開拓促進事業

⑨駐在所等庁舎整備費

⑨県産ＣＬＴ普及促進事業

⑩乾たけのこ生産拡大緊急対策事業

指
定
事
業

○木材とのふれあい促進

○親子木工教室

○炭焼き体験教室など

○木製漁礁設置など（市町公募）

公
募
事
業

①県民と森との交流促進事業

②自然観察会開催事業

③森とのふれあい活動促進事業

④林業普及指導事業

⑤「森林わくわく体験」推進事業

⑥都市近郊林保全事業

⑦「森に親しむ博物館」開催事業

指
定
事
業

○森林・自然体験活動

○野生生物保護観察会

○ふるさとの森とのふれあいなど

○地域住民と協働した森林保全活動

など（市町公募）

公
募
事
業

森とくらす

県民の参加・協力・支援 

・基金の管理 
・事業内容の検討 
・成果の公表  等

透明性 
効率性
の確保

―森林環境の保全と森林と共生する文化の創造―

公募事業の審査 

森林環境保全基金 

積み立て

基金の取り崩し

① 透明性が高いこと

② 県民に分かりやすいこと

③ 目に見える形で結果を出せること

事業実施の考え方

事業公募

個人、法人、任意団体、

協同組合 など 
県民

公募事業指定事業 

愛媛県森林環境保全基金運営委員会

森林環境税

市町
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Ⅳ 森林環境税を活用した事業の 

成果指標と目標値 
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Ⅰ　第３期森林環境税の事業目標

区
分

森
を
つ
く
る
活
動

　

　

　

木
を
つ
か
う
活
動

　

森
と
く
ら
す
活
動

　

公
募
事
業

　

　

Ⅱ　第３期森林環境税の事業計画と進捗

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

17 17 17 50

39 52 71 163

17 18 19 54

18 18 22 58

16 18 15 50

17 16 16 49

第３期森林環境税の事業目標と進捗

県民参加を実現する４つの手段
指標と目標数値

５ケ年（27～31年度）

地球温暖化防止や災害の防止、水源かん養など、県
民の森林に対する期待に基づき、重点的に実施した
間伐等の森林整備面積

森林整備を低コストで実施するため、林業・木材産業
等が行う生業活動への支援を通じ、利用が図られた
木材の使用量

県民総ぐるみで森林保全への支援を行う気運を醸成
するため、県民を森へ誘うために実施された事業でに
より、森と交流した人数

　

県民等が自ら、企画、立案、実行する活動を支援する
ことにより、森林づくり等の活動に参加する人数

目標項目 目標数値
Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 合計

森林整備面積 8,840ha 1,487 1,460 1,470

実績 実績 実績 実績 実績 実績

4,417

228,418

県民参加人数 720,000人 124,623 129,728 136,869 391,220

木材使用量 140,000m3 55,172 73,216 100,030

44,905 38,701 123,879

木とふれ
あう人数 400,000人 72,762 73,929 86,662 233,353

公募事業
に参加す
る人数

70,000人 11,588 10,894 11,505

内
訳

33,987

森と交流
する人数 250,000人 40,273

森林整備面積 
８,８４０ｈａ 

木材使用量 
１４万ｍ３ 

県民参加人数 
７２万人 
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Ⅴ 平成２９年度事業実績 
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森をつくる活動 

 

① 森林そ生集団間伐促進事業（一部森林環境税事業） 
 

「森林そ生対策」による森林整備を一層強化するため、施業地の集約化と森林作業道等の整備、 
高性能林業機械導入による間伐の施業コストの軽減に努め、森林の持つ公益的機能の高度発揮と 
林業の活性化、ひいては、地球温暖化防止に貢献します。 

 
１ ポイント 
    「えひめ森林・林業振興プラン」に基づき、木材利用の拡大を目指した搬出間伐の促進に努めるとと

もに、森林が持つ地球温暖化防止や水源かん養及び県土保全機能等の高度発揮を図るため、間伐を主体

とする「森林そ生対策」を推進し、同プランの目標達成に取り組んでいます。 

   本事業では、市町が中心となった森林整備の加速化に向けた取組みへの支援、森林所有者自ら実施

する森林整備など国の補助対象外となる施業へのきめ細かい支援を行うことによって、同プランの目標

達成に寄与するとともに、森林の保全・整備と林業･木材産業の振興に貢献するものです。 

 
２ 事業内容及び採択要件等 
 

事 業 種 事 業 内 容 採 択 要 件 

① 森林整備戦略的取組

支援事業 

 集約化・団地化による効率的な森林整
備の加速化を図るとともに、効果的な地
球温暖化防止策等に取り組むため、市町
が参画して作成された森林経営計画内に
おいて実施する搬出間伐等へ補助する。 

国補助：森林環境保全直接支援事業を活用
して実施する間伐等 
 ・６０年生以下 
 ・１集約化計画あたり、５ha以上かつ

10㎥/ha以上の搬出間伐 

② 自伐林家支援事業 

 森林所有者等が自ら行う森林整備を支
援し、森林の持つ公益的機能の維持増進
を図る。 
 

国補助事業の対象とならない施業 
・森林所有者自ら実施する植栽、獣害対策

下刈、間伐、作業道開設 
・１施行地の面積が0.05ha以上 

③ 未整備森林間伐事業 

 国補助事業の対象外となる施業につい
て、事業主体が森林所有者の代わりに行
う森林整備や、森林所有者の確認や同意
取り付け等の関連条件整備を支援する。 

国庫補助事業の対象とならない間伐及び
関連条件整備 
・１施行地の面積が0.10ha以上 
 

※事業実施主体  
① 森林経営計画作成者（市町、森林組合、林業事業体等） 
② 森林所有者等 
③ 森林組合・林業事業体等 

 
３ 平成２９年度実績 

(1) 実施額 ３９，８０１千円（全体事業費 ４３，９２７千円） 

  (2) 実施状況 

① 森林整備戦略的取組支援事業 

 (単位：ha、ｍ、円) 

事業体名 実施箇所 
実    績 

間伐面積 森林作業道 補助金額 

   実績なし     

   
  ②  自伐林家支援事業 

  (単位：ha、ｍ、円) 

事業体名 実施箇所 
実    績 

補助金額 
植栽 下刈 枝打ち 切捨間伐 搬出間伐 森林作業道 

宇摩森林組合ほか 四国中央市ほか 20.18 8.54 1.75 3.17 34.78 5,653 18,812,600 

 
③  未整備森林間伐事業  

  (単位：ha、円) 

業体名 実施箇所 

実    績 

補助金額 公的森林整備 間 伐 等 

面積 補助金額 面積 補助金額 

いしづち森林組合ほか 西条市ほか 558.76 17,806,500 14.53 3,182,000 20,988,500 
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森をつくる活動 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 事業期間      平成２７年度～平成３１年度 
 
５ 全体計画  
 

事業内容 H 27 H 28 H 29 H 30 H 31 計 

計
画 

森林整備戦略的取組支援事業(ha) 0 27 0 410 300 737 

自伐林家支援事業(ha) 61 70 70 69 70 340 

未整備森林間伐事業(ha) 725 706 467 630 520 3,022 

補助金額(千円) 69,174 59,420 43,927 351,326 280,920 804,767 

 うち森林環境税(千円) 69,174 45,358 43,927 151,326 121,000 430,785 

実
績 

森林整備戦略的取組支援事業(ha) 0 32.32 0   32.32 

自伐林家支援事業(ha) 51.62 93.67 68.42   213.71 

未整備森林間伐事業(ha) 919.34 696.53 573.29   2,189.16 

補助金額(千円) 65,643 54,720 39,801   160,164 

 うち森林環境税(千円) 65,643 44,425 39,801   149,869 

実施箇所 松山市他 四国中央市他 四国中央市他    
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森をつくる活動 

 

 

②集落等山地災害危険地区整備事業  

「山地災害危険地区」のうち土砂流出防止機能等が著しく低下し、降雨によって集落等に被害を及ぼ

す恐れのある地区の森林について、本数調整伐等を実施し、下層植生を導入するなど土砂流出防止機能

の高い健全な森林へと誘導します。 

 

 
 
 
 
 
 
 
１ ポイント 

近年、局地集中型豪雨や大規模地震等の異常天然現象が増加する傾向にあり、山地災害の様相が大きく

変化していることから、継続的な公共治山事業と併せて、これまで想定していなかった山地災害に対する

新たな対応が求められています。 

本事業では、公共治山事業として採択されない「山地災害危険地区」のうち土砂流出防止機能等が著し

く低下し、降雨等で集落等に被害を及ぼす可能性が高い地区の森林等を緊急に整備して山地災害危険地の

解消を図ることしています。 

 

２ 事業内容 

 
(1) 渓流タイプ 
・本数調整伐（間伐率 40％程度） 
・簡易木製構造物（木製ダム・柵工等） 

 ・堆積物除去 
  （渓流内に異常堆積した流木等の除去） 

・その他森林機能回復のために必要なもの 
 
(2) 山腹タイプ 
 ・本数調整伐（間伐率 40%程度） 

・簡易木製構造物（木製土留工、柵工等） 
・その他森林機能回復のために必要なもの 

 

 
【実施場所】県が定めている山地災害危険地区であっ

て、民有林治山事業の採択基準を満たさな
い箇所であること。 

【事業主体】県 
【採択要件】 

林分が過密化等して土砂流出防止機能等が低下し
ている箇所で、次のいずれかに該当するもの。 
① 渓流タイプ 

   現に森林が荒廃等して渓流に土砂の流出が認め
られる箇所で、整備対象森林面積が 10ha 以上、か
つ、１箇所の工事費（年度計画額）が 500 万円以上
であること。 

② 山腹タイプ 
人家５戸以上の集落後背部の森林で、整備対象面

積が５ha 以上、かつ、１箇所の工事費（年度計画額） 
  が 250万円以上であること。 

 

３ 平成 29年度実績    

 （１）実施額 33,400千円（事務費含む） 

 （２）実施状況 

西条市中野（中野）              喜多郡内子町石畳（横の地） 

 

 

25



森をつくる活動 

 

 

４ 事業期間  平成２７年度 ～ 平成３１年度 

５ 全体計画  

事業内容 H27 H28 H29 H30 H31 計 

計
画 

山地保全面積 70ha 70ha 50ha 60ha 70ha 320ha     

        

事業費 34,500千円 35,000千円 20,000千円 33,000千円 35,000千円     157,500千円 

 うち森林環境税 34,500千円 35,000千円 20,000千円 33,000千円 35,000千円     157,500千円 

実
績 

山地保全面積  50.7ha 50.7ha 55.4ha    

 作業歩道等 728.0m 1,110m 480m    

事業費 32,985千円 34,914千円 33,400千円 千円 千円 67,899千円 

 うち森林環境税 32,985千円 34,914千円 33,400千円 千円 千円 67,899千円 

実施箇所 

四国中央市(1) 
西条市(1) 
今治市(1) 
内子町(1) 
西予市(1) 
宇和島市(1) 
 
 
 
 
 

四国中央市(1) 
西条市(1) 
今治市(1) 
大洲市(1) 

西条市(1) 
今治市(1) 
内子町(1) 
西予市(1) 
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森をつくる活動 

１ ポイント 
県木である松を守るため、地域住民やボランティアの活動を通じた、抵抗性マツ等の植栽等緑豊か

な地域づくりをするための松林保全活動に対し、支援を行うこととしており、従来から行っている空

中散布、地上散布の予防措置と被害木の伐倒駆除の駆除措置を効果的に組み合わせ、引き続き適切な

防除に努めることとします。 

 
２ 事業内容 
（１） 松のみどりを守る活動事業（森林環境税を活用） 

【伐倒駆除・樹幹注入】 

 樹幹注入により松林の保全を図り、伐倒駆除により発生源の除去を行う。 

    区分 

市町村 

予防措置 駆除措置 
計 

樹幹注入 伐倒駆除 特別伐倒駆除 

今治市 

329.6㎥ 

 

7,528(2,022)千円 

21㎥ 

 

1,102千円 

29㎥ 

 

1,706千円 

309.96 ㎥ 

 

10,336(2,022)千円 

伊予市  

59㎥ 

 

1,112千円 

 

59㎥ 

 

1,112千円 

東温市  

3.02㎥ 

 

130千円 

 

3.02㎥ 

 

130千円 

計 

329.6㎥ 

 

7,528(2,022)千円 

83.02㎥ 

 

2,344千円 

29㎥ 

 

1,706千円 

371.98 ㎥ 

 

11,578(2,022)千円 

(注) ( )書きは森林環境税額。 

 

【松林保全活動】 

   地域のボランティアにより、抵抗性マツ等の植栽等を行うもの。 

区 分 

市町名 
松林保全活動 

計 

 

 

今治市 

１箇所（志島ヶ原） 

109(50)千円 

１箇所 

109(50)千円 

 

計 

１箇所 

109(50)千円 

１箇所 

109(50)千円 

（注）( )書きは森林環境税額。 

 

（２）ナラ枯れ対策事業（森林環境税を活用） 

   全国的に猛威をふるっているカシノナガキクイムシの早期発見・早期防除を行う。   

区 分 

市町名 
伐倒事業 

 

伊予市 

285㎥ 

810(810)千円 

（注）( )書きは森林環境税額。 

③松林等保全事業(一部森林環境税事業） 

 県木である松を守るため、地域住民やボランティア等による抵抗性マツ等の植栽等、

県民参加による松林保全活動を通じ、緑豊かな地域づくりを推進します。また、重要な

松林を対象に松くい虫薬剤処理を行い、松林の保全を行います。 

 

27



森をつくる活動 

３ 平成 29年度実績額 

（１）実績額  ２，９３６千円（全体事業費２０，３４９千円）  

 （２）実施状況 

    松林保全活動    

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       

                                   今治市桜井（植栽状況） 

 

４ 事業期間    平成２７年度～平成３１年度 

 

５ 全体計画   

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 計

399.9 505 126 505 505 2040.9

47.92 755 192 755 755 2504.92

1 1 1 1 1 5

50

21

16,483 16,560 13,530 46,617 46,617 139,807

1,296 3,710 3,018 10,488 10,488 29,000

243 177 112

262 498 330

1 1 1

12 31 285

32,202 27,268 20,349

1,296 3,428 2,936

伐倒駆除(今

治市、伊予

市、東温市)樹

幹注入(今治

市、伊予市、

久万高原町)、

松林保全活動

（今治市)、抵

抗性マツの供

給、ナラ枯れ

対策事業(伊

予市)

伐倒駆除(今

治市、伊予

市、東温市)樹

幹注入(今治

市、伊予市、

久万高原町)、

松林保全活動

（今治市)、抵

抗性マツの供

給、ナラ枯れ

対策事業(伊

予市)

伐倒駆除(今

治市、伊予

市、東温市)樹

幹注入(今治

市)、松林保全

活動　（今治

市)、抵抗性マ

ツの供給、ナ

ラ枯れ対策事

業(伊予市)

（注）(　)書きは森林環境税額。

50
21

事業内容

事業費（千円）

伐倒駆除量（m3）

樹幹注入量(m3)

松林保全活動箇所数

ナラ枯れ対策事業(樹幹注入)(本)

実績

100
42

100
42

うち森林環境税（千円）

伐倒駆除量（m3）

樹幹注入量(m3)

　　　　　　  　　(伐倒) 　(m3)

事業費（千円）

計画

松林保全活動箇所数

ナラ枯れ対策事業(伐倒)(m3)

うち森林環境税（千円）

実施箇所

 

（今治市 志島ヶ原） 
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④フォレスト・マイスター養成支援事業（一部森林環境税事業） 

公益的機能を持つ森林を面的・効率的に整備する林業技術者(ﾌｫﾚｽﾄﾜｰｶｰ)と作

業管理者(ﾌｫﾚｽﾄ・ﾏｲｽﾀｰ)を養成するとともに、異業種から参入する事業体及び従

事者に林業技術者を養成する研修を実施します。 

 
 
 
 
 
 
 
１ ポイント 

森林の持つ公益的機能を発揮するためには、適切な森林整備とそれに伴う木材生産の実施、搬出され
る木材の多面的利用を推進する必要がある。しかし、森林整備を行う林業の担い手は、減少・高齢化が
進行しており、時代の要請に即した林業担い手の確保が急務となっている。 
このため、県では就業初心者に現場作業で必要な基本的知識・技術・資格を取得する研修を実施し、

現場作業を行う林業技術者(フォレストワーカー)を養成するとともに、現場リーダー及び現場作業の管
理者（フォレスト・マイスター）を養成し、林業担い手の確保育成を図る。 
さらに、異業種から林業界へ新規に参入する事業体に対し、林業の基礎知識等に関する研修会や従業

員を林業技術者に養成する研修を実施し、幅広く林業の担い手を確保することとしている。 
２ 事業内容 

(1)ﾌｫﾚｽﾄﾜｰｶｰ養成ｺｰｽ 
対象人数 年間７名 
 【実績 １０名】 
研修期間 ２０日間 
 
 

森林整備に必要な基本的知識・技術・資格等の習得研修 

(緑の雇用担い手確保育成対策事業と共催で実施) 
○講習･実習内容 

林業の基礎知識、造林技術、育林技術、伐採技術、機械の構造と仕組み 

○取得資格 
玉掛技能講習、小型車両系建設機械（整地等）運転業務特別教育、伐木等の業務に係る特別教育、

刈払機取扱作業者安全衛生教育 

(2)林業架線作業技術ｺｰｽ 
対象人数 年間１４名 
 【実績  ８名】 
研修期間 ３０日間 
 

 

現場リーダーに必要な基本的知識・技術・資格等の習得研修 
○講習･実習内容 
  架線知識、架線法令、架線力学、架線設計、架線の架設・撤去、集材機操作、タワーヤーダﾞ架設

・撤去、スイングヤーダ架設・撤去、ワイヤーロープ実習、架線現場視察 
○取得資格 
  林業架線作業主任者免許、小型移動式クレーン運転技能講習、簡易架線集材装置等の運転業務特別

教育、機械集材装置の運転の業務特別教育、荷役運搬機械等によるはい作業従事者安全教育 

(3)高性能林業機械作業技術ｺｰｽ 
対象人数 年間１２名 
 【実績  ７名】 
研修期間 ４２日間 

高性能林業機械活用およびコスト管理に必要な知識・技術･資格等の研修 
○講習・実習内容 
  高性能林業機械の基本操作、高性能林業機械の構造と仕組み、スイングヤーダ架設･撤収、システ

ム運用実習、間伐作業の技術・経営･コスト管理 
○取得資格 
  大型自動車運転免許、車両系建設機械（整地等・解体）運転技能講習、不整地運搬車運転技能講習、 

フォークリフト運転技能講習、はい作業主任者技能講習、走行集材機械運転特別教育、伐木等機械運転
特別教育、簡易架線集材装置等の運転特別教育 

(4)森林施業ﾌﾟﾗﾝﾅｰ養成 
ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ研修 

対象人数 年間８名 
【実績   ４名】 

研修期間  4日間 

森林施業プランナーとしての更なるスキルアップを図り、提案型集約化施業の実践に欠かせない経営管
理をトータル的に指導できる者の育成強化 
○講習・実習内容 

  森林組合経営の意味・現状と課題、目標林型と育林技術、団地設計の考え方、作業道設計の考え方、
経営ビジョン・経営計画の考え方、作業システムと路網、作業システムと林業機械 等 

(5)次世代林業育成研修 
対象人数 年間７５名 
【実績   ６５名】 

次世代林業の担い手を確保するために、高校生や保育士に林業や木育の体験学習を行う。 
○講習・実習内容 
  高校生に対する林業の体験研修、保育士に対する木育の講習 等 

(6)高度森林監理技術者 
育成研修 

対象人数 年間８名 
【実績   １１名】 

CLTや精密資源管理技術を有した時代に即した高度な人材を愛媛大学とともに推進する。 
○講習・実習内容 

  CLT に関する木材工学や木材加工、建築概論、木質バイオマス利活用のための地域資源管理や精密
森林管理技術者の育成。 

(7)林業事業体技術移転 
促進 OJT研修 

実施回数 年間１回 
【実績   ４名】 

先進事業体の技術をＯＪＴ研修により移転を図り、後進地域の事業体の技術向上を図る。 
○講習・実習内容 

  先進事業体におけるハーベスターやスィングヤーダ等の高性能林業機械を使用したＯＪＴ研修。 

(8)異業種等新規参入促進支 
援事業 
対象人数 年間３０名 
【実績   ８名】 

研修期間 1 日 

異業種等から新規参入する事業体を対象に、林業の基礎知識等の研修会及び林業従事者を養成する研
修を実施するとともに、先進林業事業体の受入れ研修に参加させる。 
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３ 平成 29年度実績 

（１）実績額 

     １７，６４３千円（全体事業費２０，３３２千円） 

（２）実施状況 

    

フォレストワーカー養成コース           林業架線作業技術コース 

 

 

高性能林業機械作業技術コース          森林施業プランナー養成ステップアップ研修 

 

４ 事業期間 

     平成 27年度 ～ 平成 31年度 

５ 全体計画  

事業内容 H27 H28 H29 H30 H31 計 

計
画 

森林整備面積 ４０ha ４０ha ４０ha ４０ha ４０ha ２００ha 

研修受講者数 ７３人 ９３人 ９３人 ９３人 ９３人 ４４５人 

事業費 14,845千円 16,701千円 16,701千円 16,701千円 16,701千円      81,649千円 

 うち森林環境税 12,904千円 14,760千円 14,760千円 14,760千円 14,760千円      71,944千円 

実
績 

森林整備面積 ３７ha     ４１ha   ３９ha     ha ha ７８ha 

研修受講者数 ７１人     １２７人 １４６人      人     人 １９８人 

事業費 14,471千円 15,961千円 20,332千円 千円 千円 30,432千円 

 うち森林環境税 12,693千円 14,020千円 17,643千円 千円 千円 26,713千円 

実施箇所 県内一円 県内一円 県内一円 県内一円 県内一円  
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⑤里山放置竹林対策モデル事業

 里山の放置竹林の水土保全機能等の回復を図るため、モデル的に全伐、広葉樹へ

樹種転換を図るとともに、竹資源の地域利用促進に向けた検証・斡旋を行います。 

１ ポイント 

近年、安価なタケノコや竹製品の輸入等により放置された竹林は、近接する森林等へ侵入拡大し、里

山の景観を損ね、有害鳥獣の被害拡大や水資源かん養機能等の公益的機能の低下が懸念されています。 

このため、里山地域の放置竹林について、水土保全機能等の回復を目的とし、県が事業主体となり対

象竹林の必要な調査を行った上で、モデル的に全伐し広葉樹へ樹種転換を図るとともに、竹資源の地域

利用をモデル的に検証・斡旋していくものです。 

２ 事業内容 

  里山地域の放置竹林で、整備が必要と見込まれる放置竹林がまとまって多く存在する地区を重点地区

と位置づけ、竹林所有者との施業協定締結が行われた箇所について、モデル的に全伐し広葉樹へ樹種転

換を図るとともに、竹資源の地域利用について検証・斡旋を行います。 

(1) 事業対象放置竹林の実態調査（１～５年目：平成 27～31 年度） 

・対象竹林の土地境界調査 

・対象竹林の所有者との施業協定書の作成 

(2) モデル竹林の整備（１～５年目：平成 27～31 年度） 

・竹林整備（放置竹林の全伐及び侵入竹除去）と広葉樹の植栽 

・竹利用の搬出、獣害対策 

・作業道の開設（幅員 2.5ｍ以下） 

・下刈り（植栽後、次年度以降に実施） 

(3) 地域利用の検証・斡旋 

・竹資源の地域利用を進めるための検証（粉砕・運搬等）と斡旋 

３ 平成 29年度実績  ５，５１２，８９７ 円（全体事業費 ８，８３２，０００ 円） 

(1) 事業対象放置竹林の実態調査 

地 区 名 
新居浜市 

大生院・萩生地区 

西条市丹原町 

高知地区 

西予市宇和町 

久保地区 

境界確認面積 1.22ha 0.68ha 0.67ha 

施 業 協 定 数 2人 4人 3人 

委 託 先 いしづち森林組合 いしづち森林組合 西予市森林組合 

委 託 金 額 156,000円 138,000円 122,000円 

委 託 期 間 29.8.26～29.10.16 29.6.26～29.10.16 29.12.5～29.12.28 
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(2) モデル竹林の整備 

 

地区名 
西条市丹原町 

高知地区 

西条市 

大保木地区 

今治市玉川町 

中村・法界寺地区 

上島町 

岩城地区 

東温市 

則之内地区 

松山市北条 

猪木地区 

竹林整備面積 0.41ha - - - - - 

作業道開設延長 104ｍ - - - - - 

下刈面積 - 1.27ha 2.92hqa 0.45ha 1.58ha 1.16ha 

竹利用搬出材積 57.4ｍ3 - - - - - 

委託先 
いしづち 

森林組合 

いしづち 

森林組合 

越智今治 

森林組合 

越智今治 

森林組合 

松山流域 

森林組合 

松山流域 

森林組合 

委託金額 1,401,000円 330,000円 1,442,000円 118,000円 756,000円 291,600円 

委託期間 
30.1.11～

30.3.23 

29.7.13～

29.10.31 

29.7.13～

29.10.31 

29.9.13～

29.10.31 

29.7.13～

29.10.31 

28.11.23～

29.3.17 

 

地区名 
喜多郡内子町 

重松地区 

大洲市 

新谷地区 

西予市宇和町 

久保地区 

北宇和郡鬼北町 

出目地区 

宇和島市三間町 

是能地区 

竹林整備面積 - - 0.44ha 0.38ha - 

作業道開設延長 - - 154ｍ - - 

下刈面積 0.84ha 0.48ha - - 0.54ha 

竹利用搬出材積 - - 60ｍ3 - - 

委託先 
内子町 

森林組合 

大洲市 

森林組合 

西予市 

森林組合 
南予森林組合 南予森林組合 

委託金額 378,000円 202,000円 2,072,000円 1,215,000円 129,600円 

委託期間 
29.6.24～

29.10.27 

29.7.13～

29.10.30 

30.1.27～

30.3.23 

29.12.22～

30.3.23 

29.9.13～

29.10.16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工前                         施工後 
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４ 事業期間        平成２７年度 ～ 平成３１年度  

 

５ 全体計画  

事業内容 H27 H28 H29 H30 H31 計 

計画 

実態調査 3地区    3地区 3地区 8地区 7地区 24地区     

竹林整備（ha） 6 9 9   9   9      42 

検証・斡旋 1 1 1      1      1 5 

事業費 15,330千円 28,968千円 34,564千円 32,770千円 53,206千円 164,838千円 

 うち森林環境税 9,665千円 15,127千円 19,343千円 19,740千円 31,833千円 95,708千円 

実績 

実態調査 4地区    6地区 3地区    

竹林整備（ha） 4.81 5.51 1.23    

下刈（ha） － 2.44 9.24    

 
検証・斡旋 

1  1 1    

事業費 15,330千円 27,888.8千円 8.832千円    

 うち森林環境税 9,665千円 
15,104.616 

千円 

5,512.897 

千円 
   

実施地区 

竹林整備 
今治市中村 
東温市則之内 
大洲市新谷 
内子町重松 
（４地区） 

竹林整備 
西条市大保木 
今治市中村 
今治市法界寺 
上島町岩城 
松山市猪木 
宇和島市是能 
（6地区） 
 

下刈 
東温市則之内 
内子町重松 

（2地区） 

竹林整備 
西条市丹原町高知 
西予市宇和町久保 
鬼北町大字出目 

（3地区） 
 

下刈 
西条市大保木 
今治市中村 
今治市法界寺 
上島町岩城 
東温市則之内 
松山市猪木 
内子町重松 
大洲市新谷 
宇和島市是能 

（9地区） 
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森をつくる活動 

⑥有害鳥獣総合捕獲事業 
（イノシシ・ニホンジカ等有害鳥獣捕獲事業、ニホンジカ狩猟捕獲森林保全対策事業） 

ニホンジカによる農林水産業等に係る被害を軽減し、森林等の公益的機能の保全

や農林業従事者の生産意欲の減退を防ぐため、市町が行うニホンジカ捕獲事業を支

援します。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

１ ポイント   

  近年、ニホンジカによる森林被害や農作物被害が深刻化しているため、市町が行うニホンジカ捕獲事  

 業を支援し、ニホンジカの捕獲を強化します。 

 

２ 事業内容 

（１）イノシシ・ニホンジカ等有害鳥獣捕獲事業（うちニホンジカに対して一部森林環境税充当） 

①補助対象 

市町が、ニホンジカの捕獲を強化するため、狩猟期間を除く期間に、銃器又はわなによ

りニホンジカを捕獲した者に対し、奨励金の交付等を行うのに要する経費に対する補助   

②補助率   １／２以内 

③基準経費  １０，０００円／頭 

（２）ニホンジカ狩猟捕獲森林保全対策事業 

①補助対象 

         市町が、森林等の保全のため、狩猟期間中に、銃器又はわなによりニホンジカを捕獲し

た者に対し、奨励金の交付等を行うのに要する経費に対する補助 

       ②補助率  １／２以内 

       ③基準経費 １０，０００円／頭 

 

３ 平成 29年度実績   ２８，１８５千円 （全体事業費 ３５，９６４千円） 

 

４ 事業期間  平成２７年度～平成３１年度 

   

５ 全体計画    

事業内容 H27 H28 H29 H30 H31 計 

計
画 

捕獲計画数（全体） 4,579頭 4,579頭 8,315頭 8,315頭 8,315頭 34,103頭 

捕獲計画数   
（森林環境税分） 

3,171頭 3,171頭 7,871頭 7,871頭 7,871頭 29,955頭 

事業費 31,710千円 31,710千円 78,710千円 78,710千円 78,710千円 299,550千円 

 うち森林環境税 15,855千円 15,855千円 39,355千円  39,355千円 39,355千円 149,775千円 

 
実
績 
 

捕獲実績数（全体） 4,878頭 4,676頭 5,685頭     15,239頭 

  捕獲実績数 

（森林環境税分） 
3,520頭 3,352頭 5,648頭     12,520頭 

事業費 37,621千円 36,074千円 35,964千円     109,659千円 

 うち森林環境税 15,855千円 14,735千円 28,185千円   58,775千円 

実施市町 

15市町 
松山市、今治市、
宇和島市、新居浜
市、西条市、大洲
市、伊予市、四国
中央市、西予市、
東温市、久万高原
町、内子町、松野
町、鬼北町、愛南
町 

15市町 
松山市、今治市、
宇和島市、新居浜
市、西条市、大洲
市、伊予市、四国
中央市、西予市、
東温市、久万高原
町、内子町、松野
町、鬼北町、愛南
町 

17市町 
松山市、今治市、
宇和島市、八幡浜
市、新居浜市、西
条市、大洲市、伊
予市、四国中央市
、西予市、東温市
、久万高原町、内
子町、伊方町、松
野町、鬼北町、愛
南町 

ニホンジカにより
森林被害及び農作
物被害を受けてい
る市町 

 

ニホンジカにより
森林被害及び農作
物被害を受けてい
る市町 
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森をつくる活動 

⑦特定鳥獣保護管理計画推進事業 

  ニホンジカによる生態系被害等を抑制するため、個体数を適正に推定するための

生息調査等を実施するとともに、これまで捕獲圧の及ばなかった高標高地域等で

の、個体数調整を目的とした計画的な捕獲を実施しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ ポイント 

ニホンジカの保護管理については、適正管理計画に基づき適正な生息数の維持を図っているところで

すが、農林業被害等が深刻な状況にあることから、次期適正管理計画への策定に向けて、より有効性の

あるデータ収集を行うために、生息密度調査等を実施し、個体数を推定しました。 

また、平成 25年 12月、国が「抜本的な鳥獣捕獲強化対策」をとりまとめ、ニホンジカの個体数を平成

35年度までに半減させることを目指すとしたことを受け、この捕獲目標の達成のため、新たに創設された

認定鳥獣捕獲等事業者等による積極的な個体群管理を推進しました。 

 

 

２ 事業内容 

ニホンジカの食害による自然植生の喪失を早期かつ確実に抑制・防止するため、石鎚山系及び石鎚山

系に侵入が危惧される東予東部地域、東予西部・中予北東部地域の個体数調整を行うとともに、被害の

著しい南予南部地域の個体数調整を、集中的かつ広域的に実施しました。 

  

 

３ 平成 29年度実績額   ６,０３９千円（全体事業費２７,４４４千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

東予東部地域 

東予西部・中予北東部地域 

南予南部地域 

石鎚山系 

35



森をつくる活動 

４ 事業期間   平成 27 年度 ～ 平成 31年度 

 

 

 

 

 

 

 
５ 全体計画  
 

事業内容 H27 H28 H29 H30 H31 計 

計
画 

調査地点数 
（生息密度） 

8 39 39 39 39 164 

調査地点数 
（植物被害） 

17 40 －  
 

57 

捕獲従事者数（延べ） － 400人 400人 400人 400人 1,600人 

事業費 9,152千円 17,876千円 28,013千円   55,041千円 

 うち森林環境税 897千円 8,349千円 6,608千円   15,854千円 

実
績 

調査地点数 
（生息密度） 

40 40 40  
 

120 

調査地点数 
（植生衰退度） 

80 － －  
 

80 

捕獲従事者数（延べ） － 496人 524人   － 

事業費 6,690千円 17,471千円 27,444千円    

 うち森林環境税 650千円 5,795千円 6,039千円    

実施箇所 

[生息密度調査]
県内40地点 
[植生衰退度調
査]県内80地点 
 
 
 
 
 

[生息密度調査]
県内40地点 
[捕獲箇所] 
石鎚山系、東予
東部地域、東予
西部・中予北東
部地域、南予南
部地域 

 

[生息密度調査]
県内40地点 
[捕獲箇所] 
東予東部地域、
東予西部・中予
北東部地域、南
予南部地域 
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森をつくる活動 

 

⑧優良種苗確保事業（一部森林環境税事業） 
 
林木の品種改良、種子採種源の整備などを行い、優良な種苗の供給を確保するとともに、林業 

躍進プロジェクトの推進に向けて、低コスト再造林の実現が課題となっていることから、通年植栽 

が可能なコンテナ苗木や成長等が優れた第２世代精英樹（エリートツリー）などの活用、国が推進 

している花粉症対策品種苗木の利用拡大の促進を積極的に行います。 
 
 
 
１ ポイント 
     

私たちの生活を守る森林は、植え付けた苗木が立派に成長し成林するまでに、数十年を要します。 

  この間、保育作業をはじめ多くの人手と経費が投入され、厳しい自然環境のもとで森林は、病害虫や

気象害の危険にさらされることになります。植え替えなどのやり直しができないことから、植え付けら

れる苗木の優劣は健全な森林を造成する上で大きな要因となってきます。 

  このため、県では優良な種穂を確保するため、スギ、ヒノキ等の優良母樹の整備に努めるとともに、

成長の優れた第２世代精英樹（エリートツリー）、花粉を出さない無花粉スギ、松くい虫に抵抗できる

マツなど、県民のニーズに対応した品種の開発や、低コスト造林として注目されているコンテナ苗の利

用促進など、新たな品種・技術等を普及し活力のある林業を目指します。 
  

２ 事業内容 
 

事  業  名 事 業 内 容 

育種母樹林整備事業 
県採種園（新居浜市・内子町）内の採種用母樹の育成及び着花

結実を促進するためのジベレリン処理等を実施。 

花粉症対策品種等育成 

推進事業 
愛媛県の気候に対応した花粉症対策品種の開発等を実施。 

苗木供給体制整備事業 

（※森林環境税事業） 

第２世代精英樹からなるミニチュア採種園の整備や、コンテナ

苗木の生産拡大等の支援を実施。 

種子採取事業 

（※森林環境税事業） 

林業躍進プロジェクト等に基づき増産する優良種苗確保に必要

な種子を、県採種園において採取し貯蔵。 

                       
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 平成２９年度実績 

 
実施額 ２８，６４４千円（全体事業費 ３７，０４０千円） 
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